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中部ブロック発注者協議会の取組
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令和７年度 中部ブロック発注者協議会 静岡県部会（第１回）
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令和７年度 中部ブロック発注者協議会 幹事会を開催

◆令和７年７月３日（木）１４：００～１６：００に、中部ブロック発注者協議会_幹事会を対面会議にて開催。
オブザーバー含め45機関参加。

◆令和６年度の取組目標の実績値を確認、目標達成に向けたR2年度からの５年間の振り返り。
◆令和７年６月24日に公表された第三次・全国統一指標について説明。
◆第三次・中部独自指標の提案。愛知県、三重県より好事例紹介。
◆速やかな繰越手続きについて、東海財務局より説明。
◆構成員より取組共有。東海農政局、岐阜県、静岡県、愛知県、三重県、中部地方整備局。
・

協議会の様子（対面開催）

速やかな繰越手続きについて説明

主計第二課長
（財務省東海財務局）

【参考情報】今後、県部会を開催
・愛知県 7/29（火）WEB併用
・三重県 8/7（木）WEB開催
・静岡県 8/5（火）WEB併用
・岐阜県 8月下旬～9月上旬予定 1

幹事長 企画部長
（国土交通省中部地方整備局）

開会の挨拶



中部ブロック発注者協議会

取組指標の令和６年度達成度
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運用
指針 【工事】指 標 目標値

(R6)

必
ず
実
施
す
べ
き
事
項

① 最新の積算基準の適用状況等 100%

② 低入札価格調査基準価格及び
最低制限価格の設定 1.00

③ 平準化率 0.80

④ 適正な工期設定 100%

⑤ 週休２日工事の
実施状況 1.00

⑥ 設計変更ガイドラインの策定・
活用状況 100%

実
施
に
努
め
る
事
項

⑦ 建設ＩＣＴの導入状況 100%

⑧ 受発注者間の工事情報の共有状況 100%

⑨ 総合評価落札方式の導入状況 100%

運用
指針 【業務】指 標 目標値

(R6)

必
ず
実
施
す
べ
き
事
項

① 最新の積算基準の適用状況等 100%

② 低入札価格調査基準価格及び
最低制限価格の設定 1.00

③ 平準化率 0.40
以下

④ 適正な履行期間の設定 100%

⑤ 設計変更ガイドラインの策定・
活用状況 100%

実
施
に

務
め
る

事
項 ⑥ 総合評価落札方式の導入状況 100%

中部ブロック発注者協議会

※赤字は全国統一指標

設定した入札件数
年度の発注工事件数

4～6月期の工事平均稼働件数
年度の工事平均稼働件数

週休２日対象工事件数
全工事件数

設定した入札件数
年度の発注工事件数

第４四半期[1～3月]に完了する業務件数
年度の業務稼働件数

中部ブロック発注者協議会中部ブロック発注者協議会 （取組指標）

※市町村を除く値
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中部ﾌﾞﾛｯｸ 岐阜県 静岡県 愛知県 三重県

× × × × ◎

－ × 〇 × 〇

× × × × ×

× × × × ◎

○ ◎ ◎ ◎ ◎

× × ◎ × ◎

× × × × ×

× × × × ×

× × × × ×

運用
指針 【工事】指 標 目標値

(R6)

必
ず
実
施
す
べ
き
事
項

① 最新の積算基準の適用状況等 100%

② 低入札価格調査基準価格及び
最低制限価格の設定 1.00

③ 平準化率 0.80

④ 適正な工期設定 100%

⑤ 週休２日工事の
実施状況 1.00

⑥ 設計変更ガイドラインの策定・活用状況 100%

実
施
に
努
め
る
事
項

⑦ 建設ＩＣＴの導入状況 100%

⑧ 受発注者間の工事情報の共有状況 100%

⑨ 総合評価落札方式の導入状況 100%

１．取組指標について 【工事】達成状況 中部ブロック発注者協議会

設定した入札件数
年度の発注工事件数

4～6月期の工事平均稼働件数
年度の工事平均稼働件数

週休２日対象工事件数
全工事件数

R6目標達成◎ R6目標2%以内○ R6目標未達成×
R5比較

※市町村を除く値

4



１．取組指標について 【工事】５年間達成状況 中部ブロック発注者協議会
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中部ブロック

※赤字は全国統一指標

運用方針

① 最新の積算基準の適用状況等 38%
（R2年度）

81%
（R6年度）

②
低入札価格調査基準価格及び最低制限価

格の設定
0.85

（R2年度）
0.93

（R6年度）

③ 平準化率 0.65
（R2年度）

0.70
（R6年度）

④ 適正な工期設定 47%
（R2年度）

82%
（R6年度）

⑤ 週休2日工事の実施状況 0.29
（R2年度）

0.75
（R6年度）

⑥ 設計変更ガイドラインの策定・活用状況 78%
（R2年度）

85%
（R6年度）

⑦ 建設ICTの導入状況 11%
（R2年度）

21%
（R6年度）

⑧ 受発注者間の工事情報の共有状況 7%
（R2年度）

40%
（R6年度）

⑨ 総合評価落札方式の導入状況 75%
（R2年度）

87%
（R6年度）

必

ず

実

施

す

べ

き

事

項

実

施

に

努

め

る

事

項

【工事】指 標 達成率の推移



運用
指針 【業務】指 標 目標値

(R6)

必
ず
実
施
す
べ
き
事
項

① 最新の積算基準の適用状況等 100%

② 低入札価格調査基準価格及び
最低制限価格の設定 1.00

③ 平準化率 0.40
以下

④ 適正な履行期間の設定 100%

⑤ 設計変更ガイドラインの策定・
活用状況 100%

実
施
に

務
め
る

事
項 ⑥ 総合評価落札方式の導入状況 100%

１．取組指標について 【業務】達成状況 中部ブロック発注者協議会

設定した入札件数
年度の発注工事件数

第４四半期[1～3月]に完了する業務件数
年度の業務稼働件数

中部ﾌﾞﾛｯｸ 岐阜県 静岡県 愛知県 三重県

○ ◎ ◎ ◎ ◎

－ ◎ △ ◎ ◎

× ○ × × ×

× × × × ◎

× × × × ◎

× × × × ×

※市町村を除く値

※市町村を除く値
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R6目標達成◎ R6目標2%以内○ R6目標未達成×
R5比較



１．取組指標について 【業務】５年間達成状況 中部ブロック発注者協議会
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中部ブロック

運用方針

① 最新の積算基準の適用状況等 92%
（R2年度）

99%
（R6年度）

②
低入札価格調査基準価格及び最低制

限価格の設定
0.67

（R2年度）
0.82

（R6年度）

③ 平準化率 0.60
（R2年度）

0.50
（R6年度）

④ 適正な履行期間の設定 24%
（R2年度）

50%
（R6年度）

⑥
設計変更ガイドラインの策定・活用

状況
45%

（R2年度）
64%

（R6年度）

実

施

に

努

め

る

事

項 ⑦ 総合評価落札方式の導入状況 21%
（R2年度）

27%
（R6年度）

※赤字は全国統一指標

達成率の推移

必

ず

実

施

す

べ

き

事

項

【業務】指 標



【工事①】 最新の積算基準の適用状況等

◇ 予定価格の適正な設定に向けた取組 【R６達成度】中部ブロック× 岐阜× 静岡× 愛知× 三重◎

中部ブロック発注者協議会

◇ 目標達成のメリット
・価格設定根拠の説明責任
適正な予定価格の設定をしていれば、説明責任が果たせる
積算担当者の違いによる積算のばらつきを防止し、違算にも気づきやすいため、適正な予定価格を設定できる
・不調不落対策
原材料価格の高騰を反映した資材価格の設定、休日や天候等による作業不能日を考慮した経費補正を実施し、受注者の想定する費用との乖離をなくす

最新の積算基準を適用し、かつ基準範囲外の場合の要領等を
整備し、活用している組織数（県市町村数）の割合

○ 令和５年と令和６年を比較すると、中部ブロック全体の実績値は上昇している（+５%）が、目標達成していない。
○ 令和６年度の実績値は三重県が引き続き目標達成。最新の積算基準を使用しているものの、基準範囲外の要領等を整備していない組織が多い。

残36機関
国等1機関
35市町村
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【工事②】 低入札価格調査基準又は最低制限価格の設定

◇ 低入札工事は、標準工事に比べ、工事成績評定点が低くなる傾向であり、品質確保とダンピング対策のため、低入札調査
基準価格制度の導入と最新の調査基準価格への見直しを図る取組 【R６達成度】岐阜× 静岡○ 愛知× 三重○

中部ブロック発注者協議会

◎新・全国統一指標

○ 静岡県・三重県の市町村の取組が進んだため、ほぼ目標達成に。
○ 愛知県の市町村の取組がすすんだので、目標達成まであとわずか。
○ 岐阜県の市町村の実績値は低い。

◇ 目標達成のメリット
・工事の品質確保
低入札工事は、標準工事に比べ、工事成績評定点が低くなる傾向であり、適切な技術力を持たない受注者による不良工事の発生を防止。
・コスト縮減
低入札による不良工事は、メンテナンス費用も含めるとコスト増大の可能性。
・労働条件の改善
下請の建設企業の含め、適正な賃金水準や安全対策、社会保険加入に必要な費用を確保出来る。

実施率 ＝ 低入札価格調査基準又は最低制限価格を設定した件数
（件数） 年度の発注工事件数

全国指標対象工事：県、政令市、市町村発注の工事（随意契約を除く）
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◇ 目標達成のメリット
・発注者の負担軽減
不調・不落の抑制や、安定的な施工の確保により、発注担当職員の事務作業の負担軽減や、中長期的な公共工事の担い手確保が期待される。
・人材や資機材の効率的な活用
工事量の繁忙期は人材や資機材が不足し、価格も高騰、閑散期は人材や資機材が過剰となるが、平準化により効率的な活用が可能。
・経営の安定化
年度内の工事を平準化することにより、労働者の収入の安定や、人材、資機材の計画的な準備が可能。
・地域住民への配慮
集中工事による不便や生活環境変化を防止する。

◇ 工事量を平準化し、効率的な人員配置、機材配置等を行い、経営環境の改善を図る取組。 【R６達成度】中部ブロック× 岐阜× 静岡× 愛知× 三重×

○ 令和５年と令和６年を比較すると、中部ブロック全体の実績値は上昇し（0.01ポイント）、ようやく０．７０台になった。
○ 県・政令市・市町村と少しずつであるが実績値は上昇。

【工事③】 平準化率 中部ブロック発注者協議会

◎全国統一的指標

平準化率（件数）＝
4～6月期の工事平均稼働件数 ／ 年度の工事平均稼働件数

全国指標対象工事：国の機関（※）、県、政令市、市町村発注の工事
（※国土交通省以外の国の機関には、農林水産省、防衛省、環境省、経
済産業省、財務省、独立行政法人、高速道路（株）等が含まれる）
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◇ 目標達成のメリット
・不調不落対策
休日や天候等による作業不能日を考慮した工期設定を実施し、受注者の想定する工期との乖離をなくす。
・品質確保
建設工事については、多様な関係者の関与があり、また、工事毎に目的物、天候、施工条件等によって、適正な工期を設定する必要がある。
品質・工期・コストの３つの要素はそれぞれ密接に関係しており、適正な工期設定により、受発注者間で目的物の効用が最大限発揮される。
・時間外労働の是正
建設業は他産業と比較して、長時間労働が常態化。また、他産業で当たり前となっている週休２日を確保している技術者は２割以下。
令和６年４月より、建設業においても罰則付きの時間外労働規制（労働基準法）が適用となるため、適正な工期設定は必須。

【工事④】 適正な工期設定

◇ 工期の適正な設定に向けた取組 【R６達成度】中部ブロック× 岐阜× 静岡× 愛知× 三重◎

中部ブロック発注者協議会

工期の設定基準（※）が整備されている組織数（県市町村数）の割合
（※中央建設業審議会が作成した「工期に関する基準」を適用または一部
適用した基準）

○ 令和５年と令和６年を比較すると、中部ブロック全体の実績値は上昇している（+8%）が、目標達成していない。
○ 令和６年度の実績値は三重県が引き続き目標達成。
○ 愛知県では９市町が一気に導入。

残35機関
国等8機関
27市町村
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◇ 目標達成のメリット
・担い手確保
週休２日の確保により、ワークライフバランスの改善が図られること、また、他産業で当たり前となっている週休２日を建設業全体で推進し新規入職者を増やすことで、将来の担い
手確保につながる。
・時間外労働の是正
建設業は他産業と比較して、長時間労働が常態化。また、他産業で当たり前となっている週休２日を確保している技術者は２割以下。
令和６年４月より、建設業においても罰則付きの時間外労働規制（労働基準法）が適用となるため、適正な工期設定は必須。

全国指標対象工事：国の機関（※）、県、政令市発注の工事
（※国土交通省以外の国の機関には、農林水産省、防衛省、環境省、経
済産業省、財務省、独立行政法人、高速道路（株）等が含まれる）

○ 令和５年と令和６年を比較すると、中部ブロック全体の実績値は上昇（0.98→0.99）。
○ 岐阜県・三重県が、引き続き目標達成。愛知県・静岡県の（県・政令市）がついに目標達成に。
○ 静岡県の市町村0.21→0.66、三重県の市町0.28→0.87と一気に週休２日が浸透！
○ 岐阜県の市町村0.10→0.42、愛知県の市町村0.29→0.50と徐々に週休２日の意識が浸透。

【工事⑤】 週休２日工事の実施状況

◇ 建設業における担い手の確保のため、週休２日工事の推進を図る取組 【R６達成度】中部ブロック○ 岐阜◎ 静岡◎ 愛知◎ 三重◎

中部ブロック発注者協議会

◎全国統一的指標

週休２日対象工事の実施状況 ＝
週休２日対象工事件数 ／ 年度の発注工事件数
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【工事⑥】 設計変更ガイドラインの策定・活用

◇ 各発注者が適切な設計変更を行うためのガイドラインや指針を整備し、設計変更を実施する取組

【R５６成度】中部ブロック× 岐阜× 静岡◎ 愛知× 三重◎

中部ブロック発注者協議会

◇ 目標達成のメリット
・設計変更の円滑化
ガイドラインの整備により、発注者と受注者がともに、設計変更が可能なケース・不可能なケース、手続きの流れ等を十分理解できる。
また、対外に向けて、設計変更の説明責任が果たせる。
・対等の立場における合意
発注者と受注者が協議し、対等の立場における合意に基づいて、適切に設計変更を行うことができる。

設計変更ガイドラインを策定し、受発注者で共有・活用し、これに基づき
設計変更を実施している組織数（県市町村数）の割合

○ 令和５年と令和６年を比較すると、中部ブロック全体の実績値はやや上昇したが、目標達成していない。
○ 令和６年度の実績値は静岡県、三重県が引き続き目標100%達成している。
○ 岐阜県は４市町が策定・共有した。愛知県は策定した市町村はあるが未共有だったため、増減がなかった。

残28機関
国等12機関
16市町村
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【工事⑦】 建設ＩＣＴの導入状況

◇ 建設ＩＣＴ（情報化施工）を推進し、施工効率及び品質の向上を図るとともに、省力化と安全性の向上を図る取組

【R６達成度】中部ブロック× 岐阜× 静岡× 愛知× 三重×

中部ブロック発注者協議会

◇ 目標達成のメリット
・業務効率化、高度化
計画・調査・設計段階から3次元モデルを導入し、後工程においても情報を充実させながらこれを活用するとともに関係者間で情報共有を図ることで、建設生産・管理システムにお
ける品質確保と共に受発注者双方の業務効率化・高度化を図る。
また、監督・検査業務にICT技術を活用することで、書類の簡素化や、遠隔臨場による移動時間の短縮、リアルタイムの確認も可能。
・作業の安全性向上
建設業における労働災害発生要因としては、建設機械との接触による事故が多く、ICT技術により現場の人的作業を削減することで、事故発生要因の削減が期待できる。

要領等を整備し、それに基づいて運用している組織数
（県市町村数）の割合
※試行要領も含め、１工種でも要領を整備していれば
達成とする。当該年度の活用実績の有無を問わない。

○ 令和５年と令和６年を比較すると、中部ブロック全体の実績値はやや上昇（+5%）。
○ 令和６年度の実績値は各県とも取組は進まず、目標達成していない。
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【工事⑧】 受発注者間の工事情報の共有

◇ 受発注者間の工事情報を共有（ＡＳＰの活用等）することにより、現場における生産性の向上と工事目的物の品質確保を図る取組

【R６達成度】中部ブロック× 岐阜× 静岡× 愛知× 三重×

中部ブロック発注者協議会

◇ 目標達成のメリット
・業務の効率化
情報共有システムの活用により、受発注者間の工事帳票の処理の迅速化、工事帳票の整理作業の軽減、検査準備作業の軽減、情報共有の迅速化、及び日程調整の効率化が
図られる。
・事業全体の円滑化
関係機関・地元協議資料、安全管理資料などを隣接工事及び後行程の業務や工事の関係者を含めて共有することにより、事業全体を円滑に進めることが可能。

ASPの活用等、受発注者間の情報共有の迅速化、
省力化に関する要領等を整備し、それに基づいて運用
している組織数（県市町村数）の割合
※試行要領も含め、１工種でも要領を整備していれば
達成とする。当該年度の活用実績の有無を問わない。

○ 令和５年と令和６年を比較すると、中部ブロック全体の実績値は上昇している（+13%）が、目標達成していない。
○ 愛知県は１８市町村が導入し、 ５５％→８７％と一気に浸透。
○ 令和６年度の実績値は各県とも取組は進まず、目標達成していない。
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【工事⑨】 総合評価落札方式の導入状況

◇ 総合評価方式を導入することにより、優良な業者及び技術者を選定し、もって工事品質の向上を図る取組

【R６達成度】中部ブロック× 岐阜× 静岡× 愛知× 三重×

中部ブロック発注者協議会

◇ 目標達成のメリット
・適切な技術力を持つ企業の選定
公共工事は、施工者の技術力等により品質が左右されるため、個々の工事の内容に応じて適切な技術力を持つ企業を競争参加者として選定するとともに、技術力を評価した落札
者の決定や、適切な監督・検査等の実施により、工事の品質を確保する。

本格導入又は試行など一部で実施している組織数
（県市町村数）の割合
※要領等が整備済みであれば、当該年度に対象
案件がない場合においても達成とする。

○ 令和５年と令和６年を比較すると、中部ブロック全体の実績値は横ばい（+2%）。
○ 愛知県・岐阜県・三重県が徐々にではあるが、導入した市町村あり。
○ 岐阜県残り２市、静岡県残り３市、愛知県残り６市、三重県残り５市。
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【業務①】 最新の積算基準の適用状況等

◇ 予定価格の適正な設定に向けた取組 【R６達成度】中部ブロック○ 岐阜◎ 静岡◎ 愛知◎ 三重◎

中部ブロック発注者協議会

◇ 目標達成のメリット
・価格設定根拠の説明責任
適正な予定価格の設定をしていれば、説明責任が果たせる
積算担当者の違いによる積算のばらつきを防止し、違算にも気づきやすいため、適正な予定価格を設定できる
・不調不落対策
最新の技術基準への対応や実態調査の結果を踏まえ、受注者の想定する費用との乖離をなくす

最新の積算基準を適用している組織数（県市町村数）
の割合

○ 令和５年と令和６年を比較すると、中部ブロック全体の実績値は横ばい（+1%）。
○ 令和５年度に実績値は岐阜県、静岡県、愛知県、三重県ともに目標達成している。残るは、国等機関の１機関のみ。
100%を達成している

残１機関
国等１機関
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【業務②】 低入札価格調査基準又は最低制限価格の設定

◇ 公共工事に準じ、これに関わる調査及び設計のダンピング対策のため、低入札調査基準価格制度の導入と最新の調査基準価格への見直しを
図る取組 【R６達成度】岐阜◎ 静岡△ 愛知◎ 三重◎

中部ブロック発注者協議会

◎新・全国統一指標

○ 令和４年と令和５年を比較すると、各県の設定率はわずかに上昇（0.81→0.82）
〇 令和６年度は愛知県（県政令市）が目標達成。岐阜県・三重県の実績値は引き続き1.0を達成している。
〇 岐阜県と愛知県の市町村が低い。

◇ 目標達成のメリット
・工事の品質確保
公共工事に関する測量・調査・設計業務は、建設生産プロセスの上流に位置し、社会インフラの品質を確保する上で重要。業務の手抜きにつながりやすいダンピング受注を防止。
・労働条件の改善
賃金その他の労働条件の悪化、安全対策の不徹底を防止し、必要な利潤を確保。

実施率 ＝ 低入札価格調査基準又は最低制限価格を設定した件数
（件数） 年度の発注業務件数
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◇ 業務の履行期限を分散し、効率的な人員配置を行い、経営環境の改善を図る取組。 【R６達成度】中部ブロック× 岐阜○ 静岡× 愛知× 三重×

○ 令和５年と令和６年を比較すると、中部ブロック全体の実績値は上がってしまい（0.01ポイント）、目標達成していない。
○ 令和６年度の実績値は岐阜県のみがほぼ目標達成。
○ 静岡県の市町村が0.60→0.51と取組を推進。

【業務③】 平準化率 中部ブロック発注者協議会

◎全国統一的指標

◇ 目標達成のメリット
・発注者の負担軽減
年度末に履行期限を集中させず、分散させることで、発注担当職員の事務作業や、監督職員の検査の負担軽減が期待される
・受注者の経営環境の改善
履行期限を分散させることにより、効率的な人員配置が可能となり、休日の確保等処遇の改善につながる

平準化率（件数）＝
第４四半期（1～3月）に完了する業務件数 ／ 年度の業務件数

全国指標対象業務：国の機関（※）、県、政令市発注の業務
（※国土交通省以外の国の機関には、農林水産省、防衛省、環境省、経
済産業省、財務省、独立行政法人、高速道路（株）等が含まれる）
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【業務④】 適正な履行期間の設定

◇ 履行期間の適正な設定に向けた取組 【R６達成度】中部ブロック× 岐阜× 静岡× 愛知× 三重◎

中部ブロック発注者協議会

◇ 目標達成のメリット
・不調不落対策
業務の内容や、規模、方法、地域の実情等を踏まえた業務の履行に必要な日数のほか、必要に応じて準備期間、照査機関や、業務に従事する者の休日や、その他のやむを得な
い事由による作業不能日を考慮した履行期間の設定を実施し、受注者の想定する履行期間との乖離をなくす。
・時間外労働の是正
平成31年４月（中小企業は令和２年４月）より、罰則付きの時間外労働規制（労働基準法）が適用となっており、適正な履行期間の設定は必須。

履行期間の設定基準を整備している
組織数（県市町村数）の割合

○ 令和５年と令和６年を比較すると、中部ブロック全体の実績値はわすかに上昇している（+8%）。
○ 令和６年度の実績値は三重県が引き続き100%を達成している
〇 静岡県は、１１市町（主に賀茂地域）が取組を進めた。

残96機関
国等14機関
82市町村
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【業務⑤】 設計変更ガイドラインの策定・活用

◇ 各発注者が適切な設計変更を行うためのガイドラインや指針を整備し、設計変更を実施する取組

【R６達成度】中部ブロック× 岐阜× 静岡× 愛知× 三重◎

中部ブロック発注者協議会

◇ 目標達成のメリット
・設計変更の円滑化
ガイドラインの整備により、発注者と受注者がともに、設計変更が可能なケース・不可能なケース、手続きの流れ等を十分理解できる。
また、対外に向けて、設計変更の説明責任が果たせる。
・対等の立場における合意
発注者と受注者が協議し、対等の立場における合意に基づいて、適切に設計変更を行うことができる。

○ 令和５年と令和６年を比較すると、中部ブロック全体の実績値は横ばい（+5%）。
○ 令和６年度の実績値は三重県が引き続き100%で目標達成。
〇 静岡県は、７市町（主に賀茂地域）が取組を進めた。

設計変更ガイドラインを策定し、受発注者で共有・活用し、これに
基づき設計変更を実施している組織数（県市町村数）の割合

残68機関
国等12機関
56市町村
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【業務⑥】 総合評価落札方式の導入状況

◇ 総合評価方式を導入することにより、優良な業者及び技術者を選定し、もって業務品質の向上を図る取組

【R６達成度】中部ブロック× 岐阜× 静岡× 愛知× 三重×

中部ブロック発注者協議会

◇ 目標達成のメリット
・適切な技術力を持つ企業の選定
個々の業務の内容に応じて適切な技術力を持つ企業を競争参加者として選定するとともに、技術力を評価した落札者の決定や、適切な監督・検査等の実施により、品質を確保す
る。
・技術提案による品質向上
業務の内容に応じて具体的な取り組み方法の提示を求める評価テーマを示し、評価テーマに関する技術提案を求めることによって、品質向上が期待される。

○ 令和５年と令和６年を比較すると、中部ブロック全体の実績値は横ばい（＋1%）。
○ 令和６年度の実績値は各県とも取組は進まず、目標達成していない。

本格導入又は試行など一部で実施している組織数
（県市町村数）の割合
※要領等が整備済みであれば、当該年度に対象
案件がない場合においても達成とする。
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中部ブロック発注者協議会

令和６年度に改正された運用指針に基
づく発注者協議会の取組について

・第三次・全国統一指標の基準値・目標値の審議
・中部独自指標の提案
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第三次・全国統一指標 工事
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①地域平準化率（閑散期のボトムアップ・繁忙期のピークカット）
地域ブロック単位・県域単位で、国等・都道府県・市区町村の発注工事の稼働件数
から算出した平準化率（閑散期のボトムアップ・繁忙期のピークカット）

※地域平準化率の内訳となる各団体別の平準化率（閑散期のボトムアップ・繁忙期のピークカット）
※コリンズデータを用いて前年度実績により算出
※計算方法は別紙参照。当該月に工期が含まれるものを稼働件数に含める。

→品確法等の改正や現行指標の課題を踏まえ変更

②週休２日の達成状況（休日の確保）
地域ブロック単位・県域単位で、国等・都道府県・政令市の発注工事の実際の
週休２日の達成状況（４週８休以上達成状況）
※工事対象期間（着手日から完成日の間）において、実際に４週８休以上（現場閉所・交代制問わず）を行ったと

認められる工事の割合

※計算方法：該当年度に完了した工事（災害緊急復旧工事等を除く）のうち、実際に４週８休以上（現場閉所・交代制問わず）行ったと認められる工事件数
該当年度の工事完了件数（災害緊急復旧工事等を除く）

（注1.該当年度は実績値を算出する年度のこと）
（注2.これまでと同様に災害緊急復旧工事以外で週休2日達成の集計対象から除く工事は各地域ブロックで判断。対象にならないとの説明がつくものとすること。）

→品確法等の改正や現行指標の達成状況を踏まえ変更

第三次・全国統一指標 工事

※新・全国統一指標からの変更箇所は赤字で示す。
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③低入札価格調査基準又は最低制限価格の設定状況（ダンピング対策）
県域単位で、都道府県・市区町村の発注工事に対する低入札価格調査基準
又は最低制限価格の設定割合
※調査対象は、都道府県・政令市は４００万円を超える工事（随契除く）、市区町村は２００万円を超える工事（随契除く）。

第三次・全国統一指標 工事

※新・全国統一指標からの変更箇所は赤字で示す。

→改正地方自治法施行令の施行※（R7.4.1～）を踏まえ、調査対象を変更
※少額随意契約の基準額が改正された
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工期
工事名と工期 過年度 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 翌年度

い工事：前年度11/3～9/26

ろ工事：6/5～1/13

は工事：9/17～3/28

に工事：1/21～翌年度5/25

各月における工事稼働件数 １件 １件 ２件 ２件 ２件 2件 ２件 ２件 ２件 ３件 3件 ２件
年度全体の月平均工事稼働数 24÷12
4-6月期の月平均工事稼働数 4÷3

1-3月期の月平均工事稼働数 8÷3

① 当該年度に稼働した工事の工期を把握し、各月における工
事稼働件数をカウント
② ４～６月において、１月あたり平均何件の工事が稼働したか
（上記青枠内の「４ー６月期の月平均工事稼働数」）を算出
③ 当該年度全体において、１月あたり平均何件の工事が稼働
したか（緑枠内の「年度全体の月平均工事稼働数」）を算出
④ 「４ー６月期の月平均工事稼働数」を「年度全体の月平均
工事稼働数」を割ることで平準化率を算出

① 当該年度に稼働した工事の工期を把握し、各月における工
事稼働件数をカウント
② １～３月において、１月あたり平均何件の工事が稼働したか
（上記赤枠内の「１ー３月期の月平均工事稼働数」）を算出
③ 当該年度全体において、１月あたり平均何件の工事が稼働
したか（緑枠内の「年度全体の月平均工事稼働数」）を算出
④ 「１ー３月期の月平均工事稼働数」を「年度全体の月平均
工事稼働数」を割ることで平準化率を算出

平準化率（閑散期のボトムアップ・繁忙期のピークカット）の考え方の比較

〇平準化率(閑散期のボトムアップ)とは、通常閑散期である４～６月期における公共工事の稼働状況を年度平均と比較した指標
〇平準化率(繁忙期のピークカット)とは、通常繁忙期である１～３月期における公共工事の稼働状況を年度平均と比較した指標

平準化率(繁忙期のピークカット)の計算方法

※工事稼働件数は、稼働日数に関わらず各月１件ずつカウント （例えば、工期が4/1～5/1の工事の場合、４月と５月の工事の稼働件数はそれぞれ１件としてカウント）

平準化率(閑散期のボトムアップ)の計算方法

（1～3月期の月平均工事稼働数） 
（年度全体の月平均工事稼働数） ＝

□÷□ 
□□÷□□＝1.33（4～6月期の月平均工事稼働数） 

（年度全体の月平均工事稼働数） ＝
□÷□ 
□□÷□□＝0.67

双方の平準化率を1.00に近づけていく必要 27



地域

ブロック

平準化率（閑散期） 平準化率（繁忙期）

対象範囲実績値
（R4）

実績値
（R5）

実績値
（R5）

北海道 0.72 0.74 0.85 北海道

東北 0.73 0.73 1.00 青森県、岩手県、宮城県、
秋田県、山形県、福島県

関東 0.71 0.72 1.11
茨城県、栃木県、群馬県、
埼玉県、千葉県、東京都、
神奈川県、山梨県、長野県

北陸 0.75 0.77 0.94 新潟県、富山県、石川県

中部 0.67 0.69 1.12 岐阜県、静岡県、愛知県、
三重県

近畿 0.71 0.71 1.14
福井県、滋賀県、京都府、
大阪府、兵庫県、
奈良県、和歌山県

中国 0.75 0.74 1.13 鳥取県、島根県、岡山県、
広島県、山口県

四国 0.73 0.74 1.12 徳島県、香川県、愛媛県、
高知県

九州 0.71 0.71 1.14
福岡県、佐賀県、長崎県、
熊本県、大分県、宮崎県、
鹿児島県

沖縄 0.76 0.78 1.12 沖縄県

全国 0.72 0.72 1.09 ―

平準化率（閑散期のボトムアップ・繁忙期のピークカット） （地域ブロック単位※）

■実績値（R4・R5）

東北ブロック

関東ブロック

北海道ブロック

北陸ブロック

中部ブロック
近畿ブロック

中国ブロック

四国ブロック九州ブロック

沖縄ブロック

■平準化率（閑散期）の実績値（R5）

※地域ブロック単位：地域ブロック管内の国等（国土交通省以外の国の機関を含む）、
都道府県、政令市、市区町村発注の全ての工事を足し合わせて算出

※国土交通省以外の国の機関には、農林水産省、防衛省、環境省、経済産業省、
財務省、 独立行政法人、高速道路（株）等が含まれる。

平準化率（閑散期）＝
4～6月期の工事平均稼働件数
年度の工事平均稼働件数

平準化率（繁忙期）＝
1～3月期の工事平均稼働件数
年度の工事平均稼働件数

凡例（平準化率（閑散期））

0.8以上

0.7以上～0.8未満

0.6以上～0.7未満

0.6未満

■平準化率（繁忙期）の実績値（R5）

凡例（平準化率（繁忙期））

1.2以上

1.1以上～1.2未満

1.01以上～1.1未満

～1.0

東北ブロック

関東ブロック

北海道ブロック

北陸ブロック

中部ブロック

近畿ブロック

中国ブロック

四国ブロック
九州ブロック

沖縄ブロック

「一般財団法人日本建設情報総合センター コリンズ ・テクリスセンター」登録データを活用
対 象：契約金額500万円以上の工事
稼働件数：当該月に工期が含まれるもの
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平準化率（繁忙期のピークカット） （県域単位※）

■平準化率（繁忙期）の実績値（R5） ■実績値（R5）

県域
平準化率（繁忙期）

県域
平準化率（繁忙期）

県域
平準化率（繁忙期）

実績値（R5） 実績値（R5） 実績値（R5）

北海道 0.84 石川県 0.99 岡山県 1.14

青森県 0.91 福井県 0.98 広島県 1.13

岩手県 1.04 山梨県 1.13 山口県 1.21

宮城県 1.14 長野県 1.08 徳島県 1.16

秋田県 0.94 岐阜県 1.10 香川県 1.06

山形県 0.82 静岡県 1.11 愛媛県 1.13

福島県 1.07 愛知県 1.13 高知県 1.14

茨城県 1.13 三重県 1.16 福岡県 1.24

栃木県 1.14 滋賀県 1.18 佐賀県 1.07

群馬県 1.11 京都府 1.18 長崎県 1.09

埼玉県 1.14 大阪府 1.13 熊本県 1.14

千葉県 1.16 兵庫県 1.17 大分県 1.19

東京都 1.07 奈良県 1.29 宮崎県 1.13

神奈川県 1.15 和歌山県 1.18 鹿児島県 1.08

新潟県 0.89 鳥取県 1.13 沖縄県 1.12

富山県 0.96 島根県 1.07 全国 1.10

平準化率（閑散期）＝
4～6月期の工事平均稼働件数

年度の工事平均稼働件数

※県域単位：各都道府県管内の都道府県、政令市、市区町村発注の
全ての工事を足し合わせて算出

「一般財団法人日本建設情報総合センター コリンズ ・テクリスセンター」登録データを活用
対 象：契約金額500万円以上の工事
稼働件数：当該月に工期が含まれるもの

平準化率（繁忙期）＝
1～3月期の月平均工事稼働件数

年間の月平均工事稼働件数

凡例（平準化率（繁忙期））

1.2以上

1.1以上～1.2未満

1.01以上～1.1未満

～1.0
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平準化率（繁忙期のピークカット）実績値の分析
• 全市町村・都道府県における平準化率（繁忙期）の実績（R５年度）を分析した結果、【①平準化率（閑散期）が１
以下かつ平準化率（繁忙期）が１以上】、【②平準化率（閑散期）及び平準化率（繁忙期）が１以下】のいずれか
に概ね分類可能であった。

• なお、以下の類型はあくまで全体的な傾向を示した参考であり、類型論を所与の前提とするのではなく、個々の工
事を分析の上、どの程度平準化の余地があるか、十分に議論する必要があることに留意。

【①平準化率（閑散期）が１以下かつ平準化率（繁忙期）が１以上】
• この場合、春季（４月～６月）に工事施工量が少なく、冬季（１月～３
月）に工事施工量が多いケース（例１）が典型である考えられる。

• この類型に該当する地域は、特に積算の前倒しや、早期執行のための目標
設定等によるピークの低減に努めることとし、これらの取組の効力を見越
した目標設定とすること。

• 一方で、例えば農業地域等では、農閑期に工事を行わざるを得ず、冬季の
施工量削減が現実的に困難な場合もあるため、個々の工事の分析の結果、
削減できない合理的な理由がある場合、平準化率（繁忙期）の目標値を現
状維持とすることも差し支えない。

【②平準化率（閑散期）及び平準化率（繁忙期）が１以下】
• この場合、春季（４月～６月）と冬季（１月～３月）の工事施工量が少な
い一方、秋季のピークが高いケース（例２）であり、積雪等により冬季の
施工が物理的に困難である地域が典型と考えられる。

• この類型に該当する場合で、冬季の施工が物理的に困難である等合理的な
理由がある場合には、目標値の設定にあたっては、現状維持とすることも
差し支えない。

• 一方で、平準化率（繁忙期）の改善に取り組むことにより秋季のピークを
低減し、年間の工事量の平準化に資することから、引き続き平準化率（繁
忙期）の改善に努める。

4月 3月

稼働件数

平
均 閑散期

繁忙期

例１

平準化率（閑散期）が低く、平準
化率（繁忙期）が高い場合

4月 3月

平
均

例２

稼働件数

平準化率（閑散期）が低く、平準
化率（繁忙期）も低い場合（積雪
地域等）

平準化率（繁忙期のピークカット）目標値の設定にあたっての考え方
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●国土交通省が独自に実施した調査にて、各都道府県から提出された回答を基に令和５年度における週休２日達成率について集計

＜定義＞

・対象期間 ：令和５年４月１日から令和６年３月３１日
・対象部局 ：土木部局、建築部局、農林部局
・４週８休達成件数 ：対象期間内に完了した工事のうち、４週８休以上を達成した工事件数
・令和５年度工事完了件数 ：対象期間内に完了した工事件数（災害緊急復旧工事除く）

■ ７５％以上 ：１３団体

■ ３０％以上７５％未満 ：３３団体

■ ３０％未満 ： １団体

令和５年度における週休２日の取組状況（都道府県・指定都市）

令和５年度週休２日達成率（都道府県）

・週休２日達成率 = ４週８休以上達成件数

令和５年度工事完了件数

都道府県 達成率 都道府県 達成率 都道府県 達成率
北海道 94.8% 新潟県 71.8% 岡山県 28.6%
青森県 64.7% 富山県 78.3% 広島県 36.5%
岩手県 51.0% 石川県 90.8% 山口県 50.1%
宮城県 32.2% 岐阜県 80.4% 徳島県 36.9%
秋田県 95.5% 静岡県 67.5% 香川県 77.2%
山形県 50.6% 愛知県 47.3% 愛媛県 30.1%
福島県 52.7% 三重県 87.9% 高知県 50.8%
茨城県 35.7% 福井県 66.6% 福岡県 91.9%
栃木県 62.8% 滋賀県 88.8% 佐賀県 74.6%
群馬県 34.8% 京都府 57.8% 長崎県 74.2%
埼玉県 59.9% 大阪府 65.8% 熊本県 82.5%
千葉県 64.3% 兵庫県 46.0% 大分県 82.2%
東京都 49.9% 奈良県 67.6% 宮崎県 87.3%
神奈川県 65.6% 和歌山県 30.2% 鹿児島県 87.9%
山梨県 74.5% 鳥取県 59.1% 沖縄県 50.9%
長野県 73.8% 島根県 71.3% 全国平均 63.4%

（都道府県の全国平均は単純平均にて算出）

指定都市 達成率
札幌市 78.6%
仙台市 48.1%

さいたま市 41.5%
千葉市 51.9%
横浜市 22.8%
川崎市 68.8%
相模原市 38.9%
新潟市 51.5%
静岡市 79.0%
浜松市 63.4%
名古屋市 37.9%
京都市 81.0%
大阪市 51.4%
堺市 18.5%
神戸市 70.4%
岡山市 26.9%
広島市 35.4%
北九州市 59.9%
福岡市 51.1%
熊本市 35.0%

週休2日
達成ベース
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第三次・全国統一指標 測量、調査及び設計（業務）

①地域平準化率（履行期限の分散）
地域ブロック単位・県域単位で、国等、都道府県、政令市の発注業務
の第４四半期履行期限設定割合
※テクリスデータ等を用いて集計時の前年度実績により算出

②低入札価格調査基準又は最低制限価格の設定状況（ダンピング対策）
県域単位で、都道府県、市区町村の発注業務に対する
低入札価格調査基準又は最低制限価格の設定割合
※土木コンサルタント、測量、地質、建築コンサルタント業務を対象
※都道府県、政令市は２００万円を超える業務、市区町村は１００万円を超える業務（随契除く）。

※新・全国統一指標からの変更箇所は赤字で示す。

→調査対象を市区町村まで拡大
→改正地方自治法施行令の施行※（R7.4.1～）を踏まえ、調査対象を変更
※少額随意契約の基準額が改正された
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第三次・全国統一指標のスケジュール

※指標の実績値について、毎年度公表

10～11月頃 地域ブロック発注者協議会において上記を決定・公表
※地域ごとに順次発表

12月頃 全国の統一指標・地域独自指標の基準値・目標値を
まとめて公表【本省発表】

Ｒ８以降（毎年度） 指標の実績値をフォローアップ

6月24日 第三次・全国統一指標の決定（本省発表）

6月下旬～ 地域ブロック発注者協議会において以下を検討
○第三次・全国統一指標：基準値（R6実績値）、目標値等
○地域独自指標：項目、基準値（R6実績値）、目標値等

4月中旬～下旬 地域ブロック発注者協議会宛に意見照会を実施

6月中旬 地域ブロック発注者協議会宛に意見照会の回答を送付

33
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第三次・中部独自指標の提案
中部ブロック発注者協議会

34

全国統一指標 ＋ 中部独自指標を４つ定めて取組目標に掲げ、取組への向上率を上げる

キーワード：生産性の向上
i-Construction2.0の推進において、担い手確保の観点から、デジタル技術を最大限活用し、
少ない人数で、安全に、快適は環境で働く生産性の高い建設現場の実現が求められている。
建設現場で働く一人ひとりの生産量や付加価値を向上し、インフラを守り続けることが必要。

中部独自指標の提案
工事 ①工期の設定【継続】

②建設ICTの導入状況【継続】
③受発注者間の情報の共有状況（工事）【継続】

※工事書類の統一化（３４様式４１種類）と連携した整備が効果的と思慮
⇒工事書類の標準化の取組参考

※工事書類の簡素化も一緒に促すことが効果的と思慮
⇒土木工事電子書類スリム化ガイド（中部Version）参考

業務 ④受発注者間の情報の共有状況（業務）【新規】

①は生産性の向上というキーワードではなく、全国統一指標になっている週休２日
工事の実施状況を把握するために継続とする。



中部ブロック発注者協議会の指標 R7年度からの取組まとめ【工事】
中部ブロック発注者協議会
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全国統一

全国統一

全国統一

全国統一

中部独自

中部独自

中部独自

中部独自

中部独自

運用指針（R2～R6） 自己評価指標

必
ず
実
施
す
べ
き
事
項

予定価格の適正な設定 ① 最新の積算基準の適用状況等

低入札価格調査基準又は最低
制限価格の設定・活用の徹底

②
低入札価格調査基準又は最低制
限価格の設定

施工時期の平準化 ③ 平準化率

適正な工期設定
④ 適正な工期設定

⑤ 週休２日制工事の実施状況

適切な設計変更 ⑥
設計変更ガイドラインの策定・
活用状況等

実
施
に
努
め
る

事
項

ICTを活用した生産性向上
⑦ 建設ICTの導入状況

⑧
受発注者間の工事情報の共有状
況

入札契約方式の選定・活用 ⑨ 総合評価落札方式の導入状況

中部独自

全国統一

全国統一

中部独自

中部独自

※各機関について概ね達成のため、指標として設定しない

※各機関について概ね達成しているが、週休２日制工事を推進する前提のために
この指標は必要

※各機関について概ね達成のため、指標として設定しない

※各機関について概ね達成のため、指標として設定しない

継続

継続

継続

適正な工期設定 ① 適正な工期設定

適正な工期設定 ② 週休２日制工事の実施状況

施工時期の平準化【内容充実】 ③ 平準化率

低入札価格調査制度の基準価
格又は最低制限価格の設定・
活用の徹底等

④
低入札価格調査基準又は最低制
限価格の設定

⑤ 建設ICTの導入状況

⑥
受発注者間の工事情報の共有状
況

実
施
に

努
め
る

事
項

情報通信技術を活用した生産
性向上【内容充実】

運用指針（R7～） 自己評価指標

必
ず
実
施
す
べ
き
事
項

中部独自

工事



中部ブロック発注者協議会の指標 R7年度からの取組まとめ【業務】
中部ブロック発注者協議会
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全国統一

全国統一

全国統一

全国統一

中部独自

中部独自

中部独自

中部独自

中部独自

※中部ブロック発注者協議会として体制が構築済みのため指標の設定はしない

※中部ブロック発注者協議会として体制が構築済みのため指標の設定はしない

※中部ブロック発注者協議会として体制が構築済みのため指標の設定はしない

運用指針（R2～R6） 自己評価指標

必
ず
実
施
す
べ
き
事
項

予定価格の適正な設定 ① 最新の積算基準の適用状況等

低入札価格調査基準又は最低制
限価格の設定・活用の徹底

②
低入札価格調査基準又は最低制
限価格の設定

履行期間の平準化 ③ 平準化率

適正な履行期間の設定 ④ 適正な履行期間の設定

適切な設計変更 ⑤
設計変更ガイドラインの策定・
活用状況

実
施
に
努

め
る
事
項

入札契約方式の選択・活用 ⑥ 総合評価落札方式の導入状況

※各機関について概ね達成のため、指標として設定しない

新規

運用指針（R7～） 自己評価指標

必
ず
実
施

す
べ
き
事

項

履行期間の平準化
【内容充実】

① 平準化率

低入札価格調査基準又は最低制
限価格の設定・活用の徹底等

②
低入札価格調査基準又は最低制
限価格の設定

実
施
に
努

め
る
事
項

情報通信技術を活用した生産性
向上

③ 受発注者間の情報の共有状況

業務



運用指針と中部ブロック発注者協議会取組指標 【工事】 中部ブロック発注者協議会
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工事

設定案

①地域の実情等を踏まえた発注【内
容充実】

―

②予定価格の適正な設定 ●最新の積算基準の適用状況等 各機関について概ね達成のため、指標として設定しない

③歩切りの根絶 ―

④適正な工期設定 ●適正な工期設定 ○ 継続

●週休２日制工事の実施状況 全国統一 指標は、公告時の設定から実際の達成状況に変更

⑤施工時期の平準化【内容充実】 ●平準化率 全国統一
指標は、閑散期のボトムアップ・繁忙期のピークカットに
変更

⑥低入札価格調査基準又は最低制限
価格の設定・活用の徹底等

●低入札価格調査基準又は最低制限価格の設定 全国統一

⑦適切な設計変更 ●設計変更ガイドラインの策定・活用状況等 各機関について概ね達成のため、指標として設定しない

⑧スライド条項の設定等【新】

①情報通信技術を活用した生産性向
上【内容充実】

●建設ICTの導入状況 ○ 継続

●受発注者間の工事情報の共有状況 ○ 継続

②「総合的に価値の最も高い資材
等】の活用【新】

●総合評価落札方式の導入状況 各機関について概ね達成のため、指標として設定しない

③工事中の施工状況の確認 ―

④週休２日の質の向上【新】

⑤受注者との情報共有、協議の迅速
化【内容充実】

―

⑥維持管理を広域的に行う連携体制
の構築【新】

⑦参加者確認型随意契約方式の活用
【新】

運用指針
指標の設定

＜●：旧指標（～R6）＞
備考

必ず実施すべき事項

実施に努める事項



運用指針と中部ブロック発注者協議会取組指標 【業務】 中部ブロック発注者協議会
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業務

設定案

①地域の実情等を踏まえた発注【内
容充実】

―

②予定価格の適正な設定 ●最新の積算基準の適用状況等 各機関について概ね達成のため、指標として設定しない

③適正な履行期間の設定 ●適正な履行期間設定 発注者協議会で構築済のため、指標として設定しない

④履行期間の平準化【内容充実】 ●平準化率 全国統一

⑤低入札価格調査基準又は最低制限
価格の設定・活用の徹底等

●低入札価格調査基準又は最低制限価格の設定 全国統一 調査対象範囲が、県・市町村に変更

⑥適正な設計変更 ●設計変更ガイドラインの策定・活用状況等 発注者協議会で構築済のため、指標として設定しない

①情報通信技術を活用した生産性向
上

受発注者間の情報の共有状況（ASP等） ○ 新規

②プロポーザル方式・総合評価落札
方式の積極的な活用

●総合評価落札方式の導入状況 発注者協議会で構築済のため、指標として設定しない

③履行状況の確認 ―

④受注者との情報共有、協議の迅速
化【内容充実】

―

⑤参加者確認型随意契約方式の活用
【新】

指標の設定
＜●：旧指標（～R6）＞

備考運用指針

必ず実施すべき事項

実施に努める事項



第三次・中部独自指標 自己評価指標［工事・業務］の実績・目標
中部ブロック発注者協議会
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指標ではないが、次の２項目の取組状況を把握する

指標分類 中部ブロック方針 目標値（R11）

工
事

≪指標①≫
適正な工期設定 週休２日制工事の質の向上を図るため、工期

の設定基準の策定状況を確認する。

R11年度までに中部ブロックにおける
設定基準整備率（中部ブロック単位）１０
０％を目指す。

工期の設定基準を整備した組織数/
中部ブロック組織数

≪指標②≫
建設ICTの導入状況

施工効率及び品質向上を図るとともに、省人
化と安全性の向上を図るため、要領を整備し、
建設ICT（情報化施工）を推進する。

R11年度までに中部ブロックにおける
要領整備率（中部ブロック単位）１００％を
目指す。要領等を整備した組織数/中部ブロック組織数

≪指標③≫
受発注者間の工事情報の共有状況

現場における生産性の向上（時間外労働規制
への対応）と工事目的物の品質確保を図るた
め、受発注者間の工事情報を共有（ASP等の
活用）を推進する。

R11年度までに中部ブロックにおける
要領整備率（中部ブロック単位）１００％を
目指す。要領等を整備した組織数/中部ブロック組織数

業
務

≪指標④≫
受発注者間の情報の共有状況

現場における生産性の向上（時間外労働規制
への対応）と工事目的物の品質確保を図るた
め、受発注者間の設計情報を共有（ASP等の
活用）を推進する。

R11年度までに中部ブロックにおける
要領整備率（中部ブロック単位）１００％を
目指す。要領等を整備した組織数/中部ブロック組織数

工
事

≪取組状況把握≫
工事書類の統一化 書類作成時間の削減に向け、土木分野におい

て工事書類の統一化を推進する。
R11年度までに中部ブロック地方公共団体に
おける統一化１００％を目指す。工事書類を統一化した組織数/

中部ブロックの地方公共団体組織数
≪取組状況把握≫
工事書類の簡素化

書類作成時間の削減に向け、土木工事電子書
類スリム化ガイド（中部Version）を参考に
して、スリム化（簡素化）することを推進す
る。

R11年度までに中部ブロック地方公共団体に
おける簡素化１００％を目指す。工事書類を簡素化した組織数/

中部ブロックの地方公共団体組織数



○標準様式：34様式 41書類

• 工事書類は、国交省、県、政令市の発注者ごとに様式が異なり、受注者の書類作成業務を煩雑にする要因の一つとなっ
ている。

• 工事書類を標準化し、受注者の業務効率化を図るため、令和４年度に、県、政令市の工事書類と国総研がまとめた標準

様式との突き合わせを完了。

• 令和７年度において共通仕様書等の様式について、概ね使用可となった。

• 今後も政令市・県の進捗状況を確認し、調整を進める。

令和７年４月時点
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工事書類の標準化の取組

岐阜県 静岡県 三重県愛知県 名古屋市 静岡市 浜松市

＝ 標準様式の使用割合

愛知県 岐阜県 静岡県 三重県 名古屋市 静岡市 浜松市 摘要

標準様式使用可
(使用予定含む） 23 14 25 34 17 38 28 主に共通仕様書等に用いる様式　等

標準様式使用不可 1 5 12 3 6 0 0
約款で規定されている様式や全部局で統一的に使用してい
る様式　等(規定されていない様式を含む）

該当する様式なし 17 22 4 4 18 3 13

○標準様式への統一率（各年度実績の推移）

注：「該当する様式なし」を除く書類数を分母として算出

中部ブロック発注者協議会
会議限り



土木工事電子書類スリム化ガイド（中部Version）について
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建設業における働き方改革を推進しており、その一環として、工事書類のスリム化（簡素化）を図るとともに
工事書類作成作業ルールを明確化することにより、受注者の工事書類作成に要する時間を短縮するため、
『土木工事電子書類スリム化ガイド（中部Version）』を作成しました。
受発注者間で所持・共有し、円滑な工事施工に向けた受発注者間のコミュニケーションを図っていきます。

巻末の「提出されがちな不要な書類リスト」は、作成不要な工事書類をリストとしてとりまとめ、掲載してい
ます。
令和７年度も引き続き、説明会や各種会議で周知するとともに、令和６年度に実施したアンケート調査結果
を踏まえフォローアップを図っていきます。

●適用
・中部地方整備局（港湾空港関係、営繕
関係を除く）発注工事
・令和6年4月1日以降に契約手続きを開始
する発注工事
・契約済み工事（変更含む）についても
令和6年4月1日以降、原則適用

●「提出されがちな不要な書類リスト」
・施工計画の初回打合せ時に、本リスト
を使用して受発注者間で共有を図るこ
ととしています。

中部ブロック発注者協議会



あいち建設情報共有システム

【愛知県の取組】①発注機関として生産性をあげるための取組

■取組経緯

▲システム体系図

■対象工事

工事を所管する局 利用対象工事

建設局及び都市・交通局 令和2年4月以降に契約するすべての工事

建築局
令和7年4月以降に契約するすべての工事
令和7年3月までに契約する工事のうち、契約図書等で指定された工事

農業水産局及び農林基盤局 令和4年4月以降に契約するすべての工事

企業庁 令和3年4月以降に契約するすべての工事

【土木】 令和2年度から本格運用を開始

（令和2年1月から一部工事で運用開始）

【建築】 令和7年度から本格運用を開始

（令和2年7月から受注者希望で運用開始）

【農林】 令和4年度から本格運用を開始

【企業庁】 令和3年度から本格運用を開始

42



あいち建設情報共有システム

② 個別訪問説明

【対象】未導入の市町村

【実績】R６： 47/54自治体で導入［87％］

■普及促進

① 説明会

【対象】

県内市町村関係職員

【会議】

愛知県公共事業発注者協議会

あいち土木技術・電算連絡協議会

▲リーフレット

P o i n t

県と市が 同じシステム を利用することで、

請負業者は発注者ごとにシステム操作を覚え

る手間を軽減でき、生産性向上につながる。
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【愛知県の取組】②市町村へ指導する立場として生産性をあげるための取組



現場とバックオフィスの業務連携に向けた仕組みづくりをサポート（コンサルティング）

STEP2 経営者向けセミナー

STEP3 技術者向けセミナー【新規】

STEP1   バックオフィス説明会

令和７年度 （新） 【活用編】

STEP2 経営者向けセミナー

バックオフィス業務を紹介し、建設業の
方に広く知ってもらうことを目的とする

令和６年度 【導入編】

一般的な事例から社内体制の整備
手法などの経営支援を目的とする

STEP1   バックオフィス説明会

説明会の継続
（導入企業増大）

セミナー高度化
（分業化の促進）

一般経営者の疑問に対して、その場で助言・指
導を行う

Ｒ６年度説明会・セミナー募集案内

【②-１】施工管理の社内分業化の支援 取組目標：説明会の開催回数 目標：１回 実績：１回

バックオフィスの導入を促進していくためには、企業にバックオフィスの考え方・取り組み方を周知していく必要がある。

バックオフィス業務説明会を受講した複数の企業よりバックオフィスによる分業化を進めたいとの前向きな意見があった。

経営者向けセミナーの内容を、実践企業の事例をレクチャーするなど、より高度なものにしていく必要がある。

効
果

検
証

バックオフィス業務説明会開催状況（津会場）

【主な意見】

• バックオフィスによる分業化を自社
に取り入れていきたい

• 労働局の助成金を積極的に活用し
研修等を受けていきたい

• 新規社員を採用するか既存の社員
を活用するか検討していきたい

２．三重県の取組（三重県建設産業活性化プラン２０２４） 労働環境の改善

バックオフィス経営者向けセミナー

STEP2 経営者向けセミナー

業務連携のチームマネジメント（意識改革等）
作業所勤務と支援部門の連携の重要性
技術者とバックオフィス人材の業務整理
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45

働き方改革の実現に向けた効率的な建設工事の促進事業に係るモデル事業事例集より抜粋
令和7年3月

国道交通省不動産・建設経済局

現場での書類作成等にかかる業務負担の平準化を図る取組
中部地方整備局



時間外労働規制適用に対応するための現場管理費の見直し

○ 最新の実態を踏まえ、書類作成の経費や下請けの本社経費などによる現場管理費の増
加を反映

46令和６年２月２８日付け記者発表（令和６年度 国土交通省土木工事・業務の積算基準等の改定）より抜粋

中部地方整備局
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国土交通省と厚生労働省で連携して建設業の人材の確保への取組
中部地方整備局
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国土交通省と厚生労働省で連携して建設業の人材の確保への取組
中部地方整備局



49
https://www.mlit.go.jp/tochi_fudousan_kensetsugyo/const/tochi_fudousan_kensetsugyo_const_fr1_0
00001_00074.html

国土交通省と厚生労働省で連携して建設業の人材の確保への取組
中部地方整備局



令和6年度（2024）土木施工管理技士アンケート結果 ～現場技術者の声～

■土木施工管理技士会連合会では、建設業に携わる技士会会員の皆様が日頃感じていることを調査・把握し、今後の活動の基礎資
料とするため技士会会員にアンケート調査を平成１５年度から３年毎に実施。

■令和６年度に８回目のアンケート調査を実施し「令和６年度土木施工管理技士アンケート結果 ～現場技術者の声～」としてとりまとめ。

全国の技士会会員のうち都道府県等技士会毎に会員の約５％の会員を調査対象者とした。ただし、５％の会員数が
５０人に満たない場合は５０人、１００人を超える場合は、１００人とした。全国技士会会員約１１３千人のうち４，１９０
人を調査対象者とした。

調査対象

50

中部地方整備局



令和6年度（2024）土木施工管理技士アンケート結果【現場技術者の声（ASP）】

市町村発注の工事でASP
の利用は低い

ASPを利用したことがある
人から好感触

51

中部地方整備局



令和6年度（2024）土木施工管理技士アンケート結果【現場技術者の声（ICT）】

効果があると感じた人は９０％

一人あたりの生産量が増加

52

中部地方整備局



令和6年度（2024）土木施工管理技士アンケート結果【現場技術者の声（ICT）】

効果があると感じた人は８８％

一人あたりの生産量が増加

53

中部地方整備局



「一般土木Ｃランクの本社所在県別のICT（土工）受注件数」では、241社中180社（約7５％）が複数回の
受注経験があり、ICT活用の定着が進んでいる。
中部地方整備局管内で、一般土木Cランク工事受注者の78％がICT（土工）の実績があり、平成29年度末
と比較して、 110社（25point）増加した。

■一般土木ＣランクのＩＣＴ（土工）普及率 ［企業数］

※１：平成２８年度から平成２９年度末時点・令和元5年度末時点までの工事を対象。
※２：ＩＣＴ（土工）受注者数・全工事受注者数ともに重複する受注者は除く。
※３：ＩＣＴ（土工）受注者数の５県以外のその他の都道府県は除く。

中部地整管内の一般土木Ｃランク企業の
ICT（土工）普及率は着実に伸びている

■一般土木Ｃランクの本社所在県別のＩＣＴ（土工）受注件数

どの県においても複数回経験の企業の割合が高く
ICT活用の定着が進んでいる

+25point

一般土木ＣランクのＩＣＴ土工の普及状況（中部地整）
中部地方整備局
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H29年度末 長野県 岐阜県 静岡県 愛知県 三重県 中部地整
全体

ICT（土工)
受注者数 14 27 28 23 27 119
全工事

受注者数 23 53 58 43 48 225

普及率 61% 51% 48% 53% 56% 53%

R５年度末 長野県 岐阜県 静岡県 愛知県 三重県 中部地整
全体

ICT（土工）
受注者数 24 51 67 42 45 229
全工事

受注者数 33 70 73 50 66 292

普及率 73% 73% 92% 84% 68% 78%
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[67社]

[45社]

[12社]

[42社]

【N=241社】

180社（約75％）が
複数回の受注経験あり



※施工
・ICT施工には、キャリブレーション及びローカライゼーション等を含

む。
・従来施工には、丁張り設置を含む。

※出来形管理
・出来形計測及び出来形管理資料作成にかかる作業を対象。

※出来形検査
・実地検査にかかる作業を対象。

※データ納品
・成果品作成及び整理を含む作業を対象。
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※全国平均データは、平成31年3月1日に国土交通本省で開催された「ICT
導入協議会（第7回）」資料-1より引用【N=126工事】
※従来施工は、同じ工事内容を実施した場合の各社の想定時間（人・日）
※起工測量

・ICT施工、従来施工とも基準点測量は除く。
※設計データ作成

・ICT施工は、3次元設計データの作成、起工測量との重ね合わせ作業を対
象（追加・修正含む）

・従来施工は、起工測量結果の設計横断面上への図化及び丁張り設置のた
めの準備計算作業を対象。

■土工に係る延べ作業時間 ※全工事（人・日）での比較 ■土量別削減率の分布 ※全工事（人・日）での比較

【N=521工事】

合計：約96人・日

合計：約143人・日

中部地整の平均
32.9％

(土量：ｍ3)

中部地方整備局発注の直轄工事で、令和６年度末までに完成した工事の受注者から提出されたアンケート（N=521）を
分析した結果、全国平均と同等の約33％の削減効果が発現。（平均土量：約12,700m3）
特に、「起工測量」「ICT建機による施工」「出来形管理」の作業時間（人・日）で、従来施工と比較して作業時間の削減効果
が発現。
延べ作業時間の削減は、施工した土量にかかわらず削減効果が発現している。

ＩＣＴ（土工）活用工事の効果検証 （作業時間の削減効果）

1工事当たりの延べ作業時間が
約33％削減（中部地整の平均）
（全国平均 約３割削減）

土量に関わらず作業時間の削減効果が発現

工事全体で
約３3％削減

約3割減約3割減 半減半減

削
減
効
果
あ
り

半
減
半
減

中部地方整備局

（作業時間：人・日）

【N=521工事】
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■日 時：令和６年10月１6日（水） 1３:00～17:00
■開催場所 ：中部インフラＤＸセンター（2階研修エリア）＋WEB
■主 催 者：中部地方整備局（中部i-Construction研究会）
■参 加 者：対面参加 ２５名 ・ WEB参加 ４１名 合計６６名

（内訳：施工業者等5２名・自治体職員６名・国交省職員８名）

令和６年度 ICT施工講習会（初心者向け）を開催しました

○中部地方整備局では、 「もっと詳しくＩＣＴ施工の一連の流れについて学びたい」とのご要望を受け、「ＩＣＴ施工
講習会」を平成３０年度より実施しています。

○地方自治体等における裾野拡大を目指し、ＩＣＴ活用未経験の技術者が、i-ConstructionにおけるICT活用
の実施に関する概要や、 ICT測量や３次元設計データの作成に関する基礎を中心に学び理解する事を目的に
開催しました。

○また、ICT施工を担当した先輩技術者の体験談など、普段聞くことができない講義を実施しました。

概 要

【ICT施工講習会カリキュラム】
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時間 講義名 講義内容 講師

13:00～13:03 開会 開会挨拶 主催者代表

13:03～13:25 i-Construction(基礎編)
建設産業の現状と課題
i-Constructionの取り組み

国土交通省中部地方整備局
i-Construction中部サポートセンター

13:25～14:０5 ICT測量について
ICT測量技術の紹介（測量の基礎、従来
測量との比較等）

中部復建（株） 池端 康 氏

14:０5～14:15 休憩

14:15～16:1０
３次元設計データの作成
（TREND CORE体験）

３次元設計データの基礎知識
TREND COREを利用した３次元設計
データの作成（操作体験）

福井コンピュータ（株） 細井 和美 氏

16:1０～16:55 先輩技術者から学ぶ ICT施工を担当した技術者の体験談
青協建設（株）木村 優花 氏 林千里 氏
(有)アダプト 野村 優輝 氏
（株）イチテック 上平 昭仁 氏

１6:55～１7:00 閉会
アンケート入力
CPDSの配布

ICT測量について 先輩技術者から学ぶ WEB配信状況 3次元設計データの作成

会場受講状況



■日 時：令和６年1１月７日（木） 1３:00～1６:４５
■開催場所 ：中部技術事務所研修棟4階＋WEB
■主 催 者：中部地方整備局（中部i-Construction研究会）
■参 加 者：対面参加 ２１名 ・ WEB参加 ３１名 合計５２名

（内訳：施工業者等４９名・自治体職員１名・国交省職員２名）

ICT施工WEB講習会（中・上級者向け）を開催しました

○中部地整では、初心者向けのICT関連の講習会を平成30年度より実施してきましたが、 「より詳しくＩＣＴ施工
を学びたい」とのご要望を受け、昨年度（令和５年度）より中上級者向けの講習会を開催したところです。

○ 今回、ICT活用工事の経験者を想定し、ICT施工の更なる知識習得を目的に、「３次元モデル化による可視化
のメリット」や「施工における留意点」など、一歩進んだ講義を工種ごとに学んでいただくため、ICT施工の先駆
者であるICTアドバイザーを講師に迎え、中上級者向けの「ICT施工講習会（応用編）」を開催しました。

概 要

【ICT施工WEB講習会カリキュラム】

時間 講義名 講義内容 講師

13:00～13:05 開会 開会挨拶 主催者代表

13:05～13:35 河川浚渫工 水中の浚渫においてのICT建機施工 中日建設株式会社 水野 安基 氏

13:35～14:10 舗装工（CIM）
3次元モデル化による可視化のメリット
舗装工のICT施工における留意点

株式会社正治組 大矢 洋平 氏

14:10～14:20 休憩

14:20～14:50 河川土工（護岸工）
3次元モデル化による可視化のメリット
河川堤防補強工事のICT施工における留意点 黒柳建設株式会社 笹尾 孝行 氏

14:5０～15:20 道路土工
3次元モデル化による可視化のメリット
道路土工事のICT施工における留意点 株式会社加藤建設 舟橋 知成 氏

１5:20～１5:30 休憩

15:30～16:10 ３次元設計データ作成 座標点からのデータ作成方法 ICT Design 森 伸治 氏

16:10～16:40 路面切削工（測量）
路面切削工における測量から3次元設計デー
タ作成

株式会社山奴
細川 正憲 氏 、 鵜飼 信行 氏

16:40～16:45 閉会 閉会挨拶 中部復建株式会社 池端 康 氏会場受講状況

WEB配信状況熱弁する講師陣（ICTアドバイザー） 57



【平準化】 業界要望 中部ブロック発注者協議会

日建連 意見交換会（令和7年6月16日：中部） 日建連HP掲載「2025年度公共工事の諸課題に関する意見交換会」説明資料より

58



【平準化】 業界要望 中部ブロック発注者協議会

■働き方改革の推進（時間外労働時間の上限規制への対応）について

本年４月から適用された時間外労働時間の上限規制への対応として、休日・準備期間・天候等を考慮した適切な工期の設定、
予算の繰越制度・債務負担行為の活用による施工時期の平準化、用地取得や関係機関協議等の施行環境が整った後での精
度の高い設計に基づき発注されますようお願いするとともに地方公共団体等に対してこれらの普及促進が図られるようご指導を
お願いします

愛知建協（令和6年12月16日）

■年間を通じた工事の平準化

・年度末に工期末が集中すると、業務が増加する年度末にさらに作業が集中するため、土日出勤や超過勤務が多くなる可能性
があり、以下の事項を要望します。

①既に取り組んでいただいている多年度国債および繰り越しを活用し、年度をまたぐ柔軟な工期の設定をお願いします。

②工事の平準化については、「工事ごとの現場施工のピーク」「変更の可能性も踏まえた工期末の分散」など、実際の現場の
作業負荷の変動を考慮した平準化となるよう検討をお願いします。

道建協（令和7年5月29日）
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【週休２日】 業界要望 中部ブロック発注者協議会

日建連 意見交換会（令和7年6月16日：中部） 日建連HP掲載「2025年度公共工事の諸課題に関する意見交換会」説明資料より
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【週休２日】 業界要望 中部ブロック発注者協議会

完全週休２日の実施を実現するため、発注者指定型の土日閉所による完全週休２日制モデル工事の発注推進をお願いします。
また、地方自治体やＮＥＸＣＯ等の発注機関についても、各管内のブロック発注者協議会などの場において、完全週休２日制モ
デル工事の発注への取組みの継続的な周知をお願いします。

PC建協（令和7年2月4日）

市町村における週休２日制につきましては、適正な工期の設定や補正係数の計上の下で、その普及が進むよう国、県から市町
村に対し積極的に働きかけていただきますようお願いいたします。また、民間の建築工事につきましても、適正な工期の設定や
必要経費の計上の下で、普及が進むよう国、県からの働きかけをお願いいたします

長野建協（令和6年12月13日）
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日建連では２０１８年９月に「労務費見積り尊重宣言」を策定、取組みを進めているところであるが、本年３月の国土交通大臣と
の建設業４団体の意見交換を踏まえ、国土交通省においては「労務費見積り尊重宣言」モデル工事の大幅な拡大、国土交通省
以外の発注機関においては同モデル工事の導入をお願いしたい。

日建連（令和7年6月16日）



【書類の削減と様式の統一】 業界要望 中部ブロック発注者協議会

日建連 意見交換会（令和7年6月16日：中部） 日建連HP掲載「2025年度公共工事の諸課題に関する意見交換会」説明資料より

62



【書類の削減と様式の統一】 業界要望 中部ブロック発注者協議会

DXの推進について
ASPの活用は、県発注工事において普及が図られ書類簡素化にも効果が生まれてきていることからも、市町村においても活
用が促進されるよう、市町村に対する指導等をお願いします。

岐阜建協（令和6年8月2日）

書類の簡素化・合理化の推進

発注者に提出する工事関係書類のうち、設計図書と現場との相違による変更書類や関係機関および関係住民等に説明する
資料など、その作成に多大な労力が必要になります、各整備局において、マニュアル等を作成し、周知していただいていますが、
いまだに書類の二重提出を求められ簡素化に沿わない事例も見受けられます。

道建協（令和7年5月29日）

公共工事の先導による新技術の民間への浸透
生産性向上に必要なASPなどIT化について、下請け含めた業界全体への普及浸透に向けた企業の負担軽減のために、標準
仕様・基準に適合させてアプリケーション間で安易に連携できるようなシステムの統一・標準化の推進を要望します。

三重建協（令和6年8月19日）
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時間外労働が特に多い現場技術者の労働時間を削減するため、工事書類の更なる簡素化及び公共発注機関間における書式
の標準化・統一化を進めるとともに、設計変更に係る業務の受発注者間の役割分担の適正化を図るようお願いいたします。

長野建協（令和6年12月13日）



中部ブロック発注者協議会

令和７年度 協議会スケジュール
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令和７年度 協議会の進め方 （スケジュール） 中部ブロック発注者協議会
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7月～10月までに
各県部会・推進会議を
お願いします。

新・全国統一目
標の取組完了

・全国統一目標の基準
値、目標値の審議
・中部独自指標の提案

・全国統一目標の目標値決定
・中部独自指標の目標値決定

新指標の基準値・目標値に
ついて、全国の地域発注者
協議会で審議
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「改正品確法・運用指針」に関する相談窓口 中部ブロック発注者協議会

◆メール窓口 cbr-kijun3@milt.go.jp 66

◆相談窓口一覧 （R7.4.1現在）
事務所名等 役職 担当者名 連絡先【電話】

木曽川上流河川事務所 副所長(技) 田島　健 ０５８－２５１－１３２１
岐阜国道事務所 副所長(技) 安藤　裕通 ０５８－２７１－９８１１
静岡河川事務所 副所長(技) 増田　進一 ０５４－２７３－９１００
静岡国道事務所 副所長(技) 辻　英雄 ０５４－２５０－８９００
清水港湾事務所 副所長(技) 飯田　基 ０５４－３５２－４１４６

庄内川河川事務所 副所長(技) 山田　哲士 ０５２－９１４－６７１１
名古屋国道事務所 副所長(技) 竹内　秋広 ０５２－８５３－７３２０
名古屋港湾事務所 副所長(技) 林　寿史 ０５２－６５１－６２６６
三河港湾事務所 副所長(技) 中野　昭人 ０５３２－３２－３２５１
三重河川国道事務所 副所長(技) 原　幹彦 ０５２－２２９－２２１１
四日市港湾事務所 副所長(技) 鬼頭　孝明 ０５９－３５１－１３５７
天竜川上流河川事務所 副所長(技) 古瀬　友紀 ０２６５－８１－６４１１
飯田国道事務所 副所長(技) 奥村　賢二 ０２６５－５３－７２００
『改正品確法運用指針』に関するご相談は、上記担当者を窓口と致しますが、各事務所に設置の地域総合支援室
「担当者」でも受け付けます。その他事務所

下津　耕治 ０５２－９５３－８１９７

静岡営繕事務所

静岡県
（公共建築相談窓口）
技術課長 諏訪　篤志 ０５４－２５５－１４２１

公
共
工
事
発
注
者
支
援
本
部

総務部
企画部
港湾空港部

（総括窓口）
技術管理課　課長補佐

岐阜県

愛知県

三重県

長野県

県
代
表
事
務
所

０５２－９５３－８１３１大場　浩樹

営繕部

本　局
（公共建築相談窓口）
技術・評価課　課長補佐

中部地方整備局ＨＰにて公表
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国交省直轄工事におけるスライド条項の取扱いについて

68

項目
全体スライド

（第１～４項）

単品スライド

（第５項）

インフレスライド

（第６項）

適用対象工事

工期が12ヶ月を超える工事

但し、残工期が2ヶ月以上ある工事

（比較的大規模な長期工事）

すべての工事

但し、残工期が2ヶ月以上ある工事

すべての工事

但し、残工期が2ヶ月以上ある工事

条項の趣旨
比較的緩やかな価格水準の変動に対応
する措置

特定の資材価格の急激な変動に対応する
措置

急激な価格水準の変動に対応する措置

請負額変更

の方法

対象
請負契約締結の日から12ヶ月経過後の残
工事量に対する資材、労務単価等

部分払いを行った出来高部分を除く特定
の資材（鋼材類、燃料油類等）

基準日以降の残工事量に対する資材、労
務単価等

受注者

の負担
残工事費の１．５％

対象工事費の１．０％

（但し、全体スライド又はインフレスライドと
併用の場合、全体スライド又はインフレス
ライド適用期間における負担はなし）

残工事費の１．０％

（30条「天災不可抗力条項」に準拠し、建
設業者の経営上最小限度必要な利益まで
損なわないよう定められた「１％」を採用。
単品スライドと同様の考え）

再スライド

可能

（全体スライド又はインフレスライド適用後、
12ヶ月経過後に適用可能）

なし

（部分払いを行った出来高部分を除いた工
期内全ての特定資材が対象のため、再ス
ライドの必要がない）

可能

価格変動が・・・
●通常合理的な範囲内である場合には、請負契約であることからリスクは受注者が負担
●通常合理的な範囲を超える場合には、受注者のみのリスク負担は不適切

中部地方整備局
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12月 1月 2月 3月

月別申請箇所数（令和6年度、補正含む）
申請者別・繁忙期（12～３月）
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月別申請箇所数（令和6年度、補正含む）
申請者別・通常期（4～11月）

愛知県 岐阜県 静岡県 三重県 国官署
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H28 H29 H30 R元 R２ R３ R４ R５ R６

全体

補正除き

R2.1
新型コロナ

日本で初確認

速やかな繰越手続きについて（１）

工事又は事業を実施する中で、年度内に支出が終わらないやむを得ない事由（繰越事由）が発生した
場合には、繰越明許費の活用（速やかな繰越手続き）により、施工時期の平準化を図ることができます。

①繰越申請件数の推移 ②R６年度 繰越申請の年度末処理の状況

※平成28年度を100
とした場合の指数

⇒ 繰越申請件数（箇所数）は依然として高水準 ⇒ 繰越申請は年度末に集中（12～3月で全体の9割超）

④R６年度 繁忙期（12～3月）の繰越申請の状況③R６年度 通常期（4～11月）の繰越申請の状況

＜官署別シェア＞
＜箇所数＞

1

⇒ 申請開始時期は早期化傾向だが、
平準化の余地はあるのではないか

⇒ ２月の申請が増加し、2～3月に申請が集中する傾向は悪化

愛知県
28%

岐阜県
17%静岡県

20%

三重県
17%

国官署
16％

0 6 65 72 194
116
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2,834
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4,000

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

月別申請箇所数（令和6年度、補正含む）

年計
11,200

第３四半期まで 2,209

【資料２】
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第3四半期までの申請箇所数の推移（補正分除く）

愛知県 静岡県 岐阜県 三重県 国官署 処理割合

＜箇所数＞
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170
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第3四半期までの申請箇所数の推移（補正分含む全体）

愛知県 静岡県 岐阜県 三重県 国官署 処理割合

＜箇所数＞

速やかな繰越手続きについて（２）

※ 処理割合＝第３四半期までの申請箇所数／当該年度の年間申請箇所数

2

⑤R6年度 速やかな繰越手続き（第３四半期までの申請）の状況（直近５か年）
⇒ 第3四半期まで（年内）の繰越申請数は減少傾向にあり、割合でみても頭打ち

⑥繰越明許費の当初予算計上について

工事又は事業を実施する中で、年度内に支出が終わらないやむを得ない事由（繰越事由）が発生した場合には、
繰越明許費の活用（速やかな繰越手続き）により、施工時期の平準化を図ることができます。
地方自治法に規定されている繰越明許費は、国の会計規程に準じて会計年度独立の原則の特例を設けたもので
あり、当初予算において「繰越明許費」をあらかじめ計上することも可能です。

地方自治法（抜粋）
第213条 歳出予算の経費のうちその性質上又は予算成立後の事由に基づき年度内にその支出を終わら

ない見込みのあるものについては、予算の定めるところにより、翌年度に繰り越して使用することができる。
２ 前項の規定により翌年度に繰り越して使用することができる経費は、これを繰越明許費という。



繰越申請手続きに関する地方公共団体等への周知

①申請書類や事例集の掲載
（東海財務局ＨＰ）

東海財務局HPの「歳出予算の繰越し」ページに、
繰越ガイドブック（財務本省へのリンク）に加えて、
東海財務局オリジナルの事例集や箇所別調書などの
申請書類の様式も掲載。

※ 東海財務局HP ＞ 財政 ＞ 国家予算・予算執行調査
＞ 歳出予算の繰越し

3

②繰越申請にあたっての留意事項

令和７年度の繰越申請の提出期限は、以下の通り
です。期限内提出が難しい場合や期限後に繰越事
由が発生した場合などは、個別にご相談ください。

(1)明許繰越・翌債：令和８年３月16日（月）まで
(2)事故繰越※：令和８年１月26日（月）まで
※ 資料の事前提出期限。事故繰越については個別に随時対応を行うが、明許繰越し・翌債

申請に比べて必要資料も多く、審査等に時間を要するため、案件が発生した場合は、処
理希望日の１カ月以上前を目途に、まずは当局担当者まで相談されたい。

事故繰越の申請には、事故事由を確認できる書類
が必要です。客観的な疎明資料がないために、受け
付けられなかった申請も過去にあります。

⇒ 事故発生の報告を受けた応接録など、業者との
やり取りを記録化することが重要です。


